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１．はじめに

1

本概要は、都道府県47団体、市区町村1,741団体を対象に「地方公共団体における行政情報化の
推進状況調査」を実施した結果を令和３年４月１日現在の状況としてとりまとめたものである。
今年度より、昨年度までの「地方自治情報管理概要」を廃止し、新たに「自治体DX・情報化推進概
要」としてとりまとめ、公表する。
なお、本概要及びそれぞれの調査項目の個別データ（一部を除く。）については総務省のホームページ
に掲載しているため、適宜参考にされたい。

総務省自治行政局における取組等 法律の施行、政府全体の政策等

平成29年
（2017年）

11月
12月

「地方公共団体におけるクラウド導入に係るロードマップ」の策定
「自治体情報セキュリティ向上プラットフォーム」の稼働

３月
５月

６月

「地理空間情報活用推進基本計画」の策定
「世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」の策定
「経済財政運営と改革の基本方針2017」
「未来投資戦略2017」

平成30年
（2018年）

５月
９月

「地方公共団体におけるオンライン利用促進指針」の策定
「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」の一部改定
「地方公共団体における情報セキュリティ監査に関するガイドライン」の一部改定

１月
６月

７月

「デジタル・ガバメント実行計画」の策定
「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民活用データ活用推進基本計画」の
策定
「経済財政運営と改革の基本方針2018」
「未来投資戦略2018」
「デジタル・ガバメント実行計画」の改定

平成31年
令和元年
（2019年）

12月「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドラインの改定等に係
る検討会」の設置

６月

12月

「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」（デジタル手続法）
の制定
「デジタル・ガバメント実行計画」の改定

令和２年
（2020年）

３月
12月

「地方公共団体におけるオンライン利用促進指針」の改訂
「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」の策定
「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」の一部改定
「地方公共団体における情報セキュリティ監査に関するガイドライン」の一部改定

12月「デジタル・ガバメント実行計画」の改定
「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」

令和３年
（2021年）

７月 「自治体DX推進手順書」の作成 ５月
12月

「デジタル改革関連法」の成立
「デジタル社会の実現に向けた重点計画」の策定

（参考）近年の自治体DX・情報化に関する取組



２．調査結果 （１）自治体DXの推進体制等

2

１ CIO（情報化統括責任者）の任命
都道府県では37団体（78.7％）、市区町村では1,220団体（70.1％）がCIOを任命している。
また、任命している団体の役職の内訳・外部デジタル人材の任用の有無は次のとおりである。

① 組織体制

CIOの任命

CIOの役職

37
(78.7%)

10
(21.3%)

任命している…37

任命していない…10

7
(18.9%)

18
(48.6%)

7
(18.9%)

5
(13.5%)

知事…7

副知事…18

部局長級…7

課長級…0

その他…5

都道府県
47

都道府県
任命している

37

1,220
(70.1%)

521
(29.9%)

任命している…1,220

任命していない…521
市区町村
1,741

96
(7.9%)

904
(74.1%)

87
(7.1%)

128
(10.5%)

5
(0.4%)

市区町村長…96

副市区町村長…904

部局長級…87

課長級…128

その他…5

市区町村
任命している

1,220



3

外部デジタル人材の任用

２ CIO補佐官等の任命
都道府県では25団体（53.2％）、市区町村では743団体（42.7％）がCIO補佐官等を任命している。
また、任命している団体の役職の内訳及び外部デジタル人材の活用の有無は次のとおりである。

CIO補佐官等の任命

11
(29.7%)

26
(70.3%)

任用している…11

任用していない…26

25
(53.2%)

22
(46.8%) 任命している…25

任命していない…22

都道府県
任命している

37

都道府県
47

24
(2.0%)

1,196
(98.0%)

任用している…24

任用していない…1,196

市区町村
任命している

1,220

743
(42.7%)

998
(57.3%)

任命している…743

任命していない…998
市区町村
1,741



4

外部デジタル人材の活用

CIO補佐官等の役職

3
(12.0%)

6
(24.0%)

11
(44.0%)

5
(20.0%)

副知事…0

顧問・参与等…3

部局長級…6

課長級…11

その他…5

都道府県
任命している

25

都道府県
任命している

25 15
(60.0%)

10
(40.0%) 活用している...15

活用していない...10

30
(4.0%)

13
(1.7%)

204
(27.5%)

417
(56.1%)

79
(10.6%)

副市区町村長…30

顧問・参与等…13

部局長級…204

課長級…417

その他…79

市区町村
任命している

743

67
(9.0%)

676
(91.0%)

活用している…67

活用していない…676
市区町村
任命している

743



5

３ DXを推進するための全体方針の策定
都道府県では29団体（61.7％）、市区町村では219団体（12.6％）が全体方針を策定している。

４ DXを推進するための全庁的・横断的な推進体制の構築
都道府県では41団体（87.2％）、市区町村では480団体（27.6％）が推進体制を構築している。

※１ 全体方針･･･DX推進のビジョン及び工程表から構成されるものであり、計画を含む。

※２ 全庁的・横断的な推進体制･･･都道府県においては知事や副知事等、市区町村においては市区町村長や副市区町村長等のリーダーシップや庁内マネジメントの下、
各部局が連携してDXを推進する体制。（例：推進本部・連絡会議の設置等）

29
(61.7%)

14
(29.8%)

2
(4.3%)

2
(4.3%)

策定している…29

令和３年度中に策定を
予定している…14
令和４年度以降に策定
を予定している…2
未定…2

219
(12.6%)

310
(17.8%)

415
(23.8%)

797
(45.8%)

策定している…219

令和３年度中に策定を
予定している…310
令和４年度以降に策定
を予定している…415
未定…797

41
(87.2%)

6
(12.8%)

構築している…41

構築していない…6

480
(27.6%)

1,261
(72.4%)

構築している…480

構築していない…1,261

都道府県
47

都道府県
47

市区町村
1,741

市区町村
1,741

※１

※２



6

５ DX推進専任部署の設置
都道府県では42団体（89.4％）、市区町村では438団体（25.2％）がDX推進専任部署を設置している。
また、部署の単位の内訳については次のとおりである。

42
(89.4%)

5
(10.6%)

設置している…42

設置していない…5

438
(25.2%)

1,303
(74.8%)

設置している…438

設置していない…1,303

DX推進専任部署の設置

DX推進専任部署の単位

7
(16.7%)

31
(73.8%)

3
(7.1%)

1
(2.4%)

部局…7

課室…31

係…3

その他…1

19
(4.3%)

240
(54.8%)

166
(37.9%)

13
(3.0%)

部局…19

課室…240

係…166

その他…13

※３ DX推進専任部署・・・DX推進の企画立案や部門間の総合調整、全体方針や個々のDXの取組の進捗管理等を担う部署。

都道府県
47

都道府県
設置している

42

市区町村
1,741

市区町村
設置している

438

※３
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６ DX推進担当課室・情報政策担当課室の職員数

DX推進担当課室・情報政策担当課室の職員数（人）

都道府県 1,464

市区町村 8,699

合計（人） 10,163

７ DXを推進するための外部デジタル人材の任用
都道府県では25団体（53.2％）、市区町村では163団体（9.4％）が外部デジタル人材を任用し
ている。外部デジタル人材の人数は都道府県では75人、市区町村では246人であった。

25
(53.2%)

22
(46.8%)

任用している…25

任用していない…22都道府県
47

163
(9.4%)

1,578
(90.6%)

任用している…163

任用していない…1,578市区町村
1,741



8

DX・情報化を推進するための職員育成の取組
都道府県では全団体、市区町村では1,069団体（61.4％）が取組を実施している。

② DX・情報化についての職員育成

47
(100%)

実施している…47

実施していない…0

1,069
(61.4%)

672
(38.6%)

実施している…1,069

実施していない…672
都道府県

47
市区町村
1,741

DX・情報化を推進するための職員育成の取組を実施している団体の取組内容は次のとおりである。（複数回答）
都道府県（47団体中）

100%
(47)

89.4%
(42)

27.7%
(13) 21.3%

(10)
17.0%

(8) 10.6%
(5)

8.5%
(4)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

デ
ジ
タ
ル
に
関
す
る
資
格
取
得
の
奨
励

デ
ジ
タ
ル
ス
キ
ル
向
上
等
を
目
的

と
し
た
他
機
関
へ
の
職
員
派
遣

情
報
政
策
担
当
課
と
業
務
担
当
課
と

の
積
極
的
な
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン

そ
の
他

Ｄ
Ｘ
・
情
報
化
に
関
す
る
研
修
の
実
施

（
自
団
体
が
主
催
す
る
も
の
）

Ｄ
Ｘ
・
情
報
化
に
関
す
る
研
修
の
実
施

（
Ｊ
ー
Ｌ
Ｉ
Ｓ
な
ど
外
部
機
関
が
主
催

す
る
も
の
）

Ｄ
Ｘ
・
情
報
化
に
関
す
る
人
材
育
成

方
針
の
策
定

市区町村（1,069団体中）

58.2%
(622)

78.9%
(843)

4.5%
(48)

4.7%
(50)

5.0%
(53)

4.2%
(45)

1.8%
(19)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｄ
Ｘ
・
情
報
化
に
関
す
る
研
修
の
実
施

（
自
団
体
が
主
催
す
る
も
の
）

Ｄ
Ｘ
・
情
報
化
に
関
す
る
研
修
の
実
施

（
都
道
府
県
・
Ｊ
ー
Ｌ
Ｉ
Ｓ
な
ど
外
部

機
関
が
主
催
す
る
も
の
）

デ
ジ
タ
ル
ス
キ
ル
向
上
等
を
目
的

と
し
た
他
機
関
へ
の
職
員
派
遣

情
報
政
策
担
当
課
と
業
務
担
当
課
と
の

積
極
的
な
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン

デ
ジ
タ
ル
に
関
す
る
資
格
取
得
の
奨
励

Ｄ
Ｘ
・
情
報
化
に
関
す
る
人
材
育
成

方
針
の
策
定

そ
の
他
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「DX・情報化に関する研修の実施（自団体が主催するもの）」をしている団体における研修の内容（複数回答）

76.6%
(36)

72.3%
(34)

70.2%
(33)

48.9%
(23)

44.7%
(21) 36.2%

(17)
17.0%

(8) 10.6%
(5)

0%

20%

40%

60%

80%

100%
66.4%
(413) 58.0%

(361) 46.3%
(288)

40.7%
(253)

15.1%
(94) 7.7%

(48)
6.3%
(39)

1.6%
(10)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

デ
ー
タ
の
利
活
用

デ
ー
タ
の
利
活
用

情
報
シ
ス
テ
ム
の
調
達
・
運
用

情
報
シ
ス
テ
ム
の
調
達
・
運
用

そ
の
他

そ
の
他

都道府県（47団体中）

基
礎
的
な
知
識
習
得

基
礎
的
な
知
識
習
得

Ｄ
Ｘ
の
認
識
共
有
・
意
識
啓
発

Ｒ
Ｐ
Ａ
や
Ａ
Ｉ
な
ど
の
導
入
又
は

導
入
予
定
の
ツ
ー
ル
の
活
用
方
法

Ｂ
Ｐ
Ｒ

Ｄ
Ｘ
の
認
識
共
有
・
意
識
啓
発

Ｒ
Ｐ
Ａ
や
Ａ
Ｉ
な
ど
の
導
入
又
は

導
入
予
定
の
ツ
ー
ル
の
活
用
方
法

Ｂ
Ｐ
Ｒ

市区町村（622団体中）

「DX・情報化に関する人材育成方針の策定」をしている団体における方針の対象となっている職員（複数回答）
都道府県（５団体中）

80.0%
(4)

40.0%
(2)

40.0%
(2)

0%
(0)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

デ
ジ
タ
ル
担
当
職
員

一
般
職
員

幹
部
職
員
・
管
理
職

そ
の
他

市区町村（45団体中）

57.8%
(26)

75.6%
(34)

51.1%
(23)

4.4%
(2)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

デ
ジ
タ
ル
担
当
職
員

一
般
職
員

幹
部
職
員
・
管
理
職

そ
の
他
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「デジタルスキル向上を目的とした他機関への職員派遣」をしている団体の職員派遣先（複数回答）

69.2%
(9)

23.1%
(3) 7.7%

(1) 0%
(0)

0%
(0)

15.4%
(2)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

22.9%
(11)

27.1%
(13)

25.0%
(12)

27.1%
(13)

2.1%
(1)

2.1%
(1)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

民
間
企
業

民
間
企
業

国 国他
の
市
区
町
村
、
都
道
府
県
、

国
以
外
の
公
的
機
関

他
の
市
区
町
村
、
都
道
府
県
、

国
以
外
の
公
的
機
関

都
道
府
県

他
の
市
区
町
村

そ
の
他

そ
の
他

都道府県（13団体中） 市区町村（48団体中）

市
区
町
村

他
の
都
道
府
県



（２）行政サービスの向上・高度化
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１ 申請・届出等手続のオンライン化計画及びオンライン利用促進計画の策定
申請・届出等手続のオンライン化計画については、都道府県では43団体（91.5％）、市区町村では

468団体（26.9％）が策定している。また、オンライン利用促進計画については、都道府県では39団体
（83.0％）、市区町村では348団体（20.0％）が策定している。

① 行政手続のオンライン化の推進状況

43
(91.5%)

3
(6.4%)

1
(2.1%)

策定済み…43

令和３年度着手予定…3

令和４年度以降着手予定…1

予定なし…0

468
(26.9%)

106
(6.1%)

366
(21.0%)

801
(46.0%)

策定済み…468

令和３年度着手予定…106

令和４年度以降着手予定…366

予定なし…801

オンライン化計画の策定

オンライン利用促進計画の策定

39
(83.0%)

1
(2.1%)

2
(4.3%) 5

(10.6%)

策定済み…39

令和３年度着手予定…1

令和４年度以降着手予定…2

予定なし…5

348
(20.0%)

84
(4.8%)

368
(21.1%)

941
(54.0%)

策定済み…348

令和３年度着手予定…84

令和４年度以降着手予定…368

予定なし…941

都道府県
47

都道府県
47

市区町村
1,741

市区町村
1,741
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３ ｅ-文書条例の制定
都道府県では40団体（85.1％）、市区町村では88団体（5.1％）が制定している。

２ 申請・届出等手続をオンライン化するための通則条例の制定
都道府県では全団体、市区町村では863団体（49.6％）が制定している。

47
(100%)

通則条例を制定済み…47

令和３年度内に通則条例を制定
予定…0

令和４年度以降に通則条例を制
定予定…0

個別にオンライン化する手続の関係
条例を改正することで対応…0

条例の制定予定なし…0

863
(49.6%)

47
(2.7%)

162
(9.3%)

159
(9.1%)

510
(29.3%)

通則条例を制定済み…863

令和３年度内に通則条例を制定予
定…47
令和４年度以降に通則条例を制定
予定…162
個別にオンライン化する手続の関係
条例を改正することで対応…159
条例の制定予定なし…510

40
(85.1%)

7
(14.9%)

制定済み…40

令和３年度制定予定…0

令和４年度以降制定予定…0

予定なし…7

88
(5.1%) 109

(6.3%)

1
(0.1%)

1,543
(88.6%)

制定済み…88

令和３年度制定予定…1

令和４年度以降制定予定…109

予定なし…1,543

都道府県
47

都道府県
47

市区町村
1,741

市区町村
1,741
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４ 申請・届出等手続をオンライン化するためのシステム導入
都道府県では全団体、市区町村では1,272団体（73.1％）が導入している。

５ 申請・届出等手続の各種オンラインシステムにおけるASP・SaaS利用（複数回答）
都道府県では、「公共事業にかかる電子入札」が35団体（74.5％）、市区町村では、「図書館蔵書検索・
予約」が1,012団体（58.1％）と最も多かった。

47
(100%)

導入済み…47

令和３年度導入予定…0

令和４年度以降導入予定…0

予定なし…0 1,272
(73.1%)29

(1.7%)

282
(16.2%)

158
(9.1%)

導入済み…1,272

令和３年度導入予定…29

令和４年度以降導入予定…282

予定なし…158

74.5%
(35) 55.3%

(26) 40.4%
(19)

53.2%
(25)

48.9%
(23)

0%

20%

40%

60%

80%

100%
都道府県

35.4%
(617)

13.4%
(234)

10.7%
(187)

34.7%
(604)

58.1%
(1,012)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

都道府県
47

市区町村
1,741

公
共
事
業
に
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る
電
子
入
札

公
共
事
業
に
か
か
る
電
子
入
札

物
品
調
達
（
非
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業
）
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る
電
子
入
札

物
品
調
達
（
非
公
共
事
業
）
に

か
か
る
電
子
入
札

手
数
料
等
の
歳
入
の
電
子
納
付

手
数
料
等
の
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入
の
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付
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共
施
設
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約

公
共
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設
予
約
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書
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蔵
書
検
索
・
予
約

図
書
館
蔵
書
検
索
・
予
約

市区町村
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6 申請・届出等手続の各種オンラインシステムにおける共同利用（複数回答）
都道府県では、「公共事業にかかる電子入札」が25団体（53.2％）、市区町村では、「公共事業にかかる電子
入札」が599団体（34.4％）と最も多かった。

53.2%
(25)

31.9%
(15) 14.9%

(7)

36.2%
(17) 19.1%

(9)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

34.4%
(599)

12.8%
(222) 2.3%

(40)

15.9%
(276)

9.8%
(171)
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20%

40%
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80%
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公
共
事
業
に
か
か
る
電
子
入
札

物
品
調
達
（
非
公
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共
施
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図
書
館
蔵
書
検
索
・
予
約

都道府県 市区町村
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7 オンライン利用実績
「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年12月25日閣議決定）において、地方公共団体が優先的にオン
ライン化を推進すべき手続とされている58手続の令和２年度のオンライン利用率は52.8％である。

手続の類型 年間手続総件数 オンライン利用率

図書館の図書貸出予約等 130,561,347件 73.7% 
文化・スポーツ施設等の利用予約 84,024,072件 58.2% 
研修・講習・各種イベント等の申込 6,085,811件 43.8% 
地方税申告手続（eLTAX） 119,572,048件 68.8% 
自動車税環境性能割の申告納付 6,922,721件 23.3% 
自動車税の賦課徴収に関する事項の申告又は報告 9,859,933件 17.4% 
自動車税住所変更届 539,629件 28.3% 
水道使用開始届等 15,374,678件 10.8%
港湾関係手続 1,012,807件 41.7%
道路占用許可申請等 1,183,588件 20.6%
道路使用許可の申請 2,825,609件 0.3%
自動車の保管場所証明の申請 7,946,093件 14.5%
駐車の許可の申請 586,589件 0.2%
建築確認 260,057件 0.1％
粗大ごみ収集の申込 42,339,381件 19.8％
産業廃棄物の処理、運搬の実績報告 560,659件 11.1%
犬の登録申請、死亡届 1,092,474件 1.3%
感染症調査報告 436,677件 15.3％
職員採用試験申込 742,631件 59.3％
就業構造基本調査 ー ー
入札参加資格審査申請等 2,218,587件 39.5％
入札 1,197,827件 75.1％
衆議院・参議院選挙の不在者投票用紙等の請求 46,456件 0.1％
消防法令における申請・届出等 3,103,716件 0.0%

ａ．処理件数が多く、オンライン化の推進による住民等の利便性の向上や業務の効率化効果が高いと考えられる手続

※１ 「就業構造基本調査」は令和２年度において実施していないため、年間総手続件数（推計）0件、オンライン利用率0.0%となっている。
最新の調査である平成29年度における実績は年間総手続件数（推計）917,253件、オンライン利用率21.8%である。

※１
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※２ オンライン利用率（％）＝オンライン利用件数／年間総手続件数×100
年間総手続件数は、対象手続に関して既にオンライン化している団体における、総手続件数と人口を基に算出全国における推計値である。
オンライン利用件数は、より精緻なオンライン利用率の算出を行うため、今回から、年間総手続件数と同様、推計値とした。

出典：「地方公共団体における行政手続等に係るオンライン利用状況調査」

手続の類型 年間手続総件数 オンライン利用率
要介護・要支援認定の申請 1,591,276件 0.1% 
要介護・要支援更新認定の申請 2,433,056件 0.1%  
要介護・要支援状態区分変更認定の申請 783,495件 0.1%   
居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）
依頼の届出 2,274,932件 0.0% 

介護保険負担割合証の再交付申請 255,779件 0.0%  
被保険者証の再交付申請 423,581件 0.0%  
高額介護（予防）サービス費の支給申請 3,920,230件 0.0%  
介護保険負担限度額認定申請 1,261,434件 0.0% 
居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の
支給申請 352,945件 0.0% 
居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給
申請 281,986件 0.0%

住所移転後の要介護・要支援認定申請 55,607件 0.0%

手続の類型 年間手続総件数 オンライン利用率
罹災証明書の発行申請 228,841件 0.8% 
応急仮設住宅の入居申請 0件 0.0% 
応急修理の実施申請 2,742件 0.0% 
障害物除去の実施申請 0件 0.0% 
災害弔慰金の支給申請 0件 0.0% 
災害障害見舞金の支給申請 0件 0.0% 
災害援護資金の貸付申請 0件 0.0% 
被災者生活再建支援金の支給申請 0件 0.0% 

ｂ．住民のライフイベントに際し、多数存在する手続をワンストップで行うために必要と考えられる手続

手続の類型 年間手続総件数 オンライン利用率
児童手当等の受給資格及び児童手当の
額についての認定請求 832,566件 0.3% 

児童手当等の額の改定の請求及び届出 521,420件 0.1% 
氏名変更／住所変更等の届出 248,039件 0.2% 
受給事由消滅の届出 430,705件 0.0% 
未支払の児童手当等の請求 14,568件 0.0% 
児童手当等に係る寄附の申出 9,655件 0.0% 
児童手当に係る寄附変更等の申出 10,450件 0.0% 
受給資格者の申出による学校給食費等の
徴収等の申出 93,259件 0.0% 
受給資格者の申出による学校給食費等の
徴収等の変更等の申出 37,840件 0.2% 

児童手当等の現況届 8,573,567件 0.9% 
支給認定の申請 1,296,783件 0.3% 
保育施設等の利用申込 1,328,786件 0.7% 
保育施設等の現況届 2,288,111件 0.1% 
児童扶養手当の現況届の事前送信 749,579件 0.0% 
妊娠の届出 843,688件 0.1% 

＜子育て関係＞ ＜介護関係＞

＜被災者支援関係＞

20,699 万件 21,507 万件 24,007 万件 24,792万件

44.9% 45.4 % 50.8% 52.8%

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0

（万件） （％）
オンライン利用率 ・オンライン利用件数の推移※２
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８ オンライン利用の促進等に向けて講じた措置

②オンラインサービスの提供手段の改善のために講じた措置（複数回答）

①オンライン利用時の利便性向上のために講じた措置（複数回答）

72.3%
(34)

70.2%
(33)

70.2%
(33)

66.0%
(31)

61.7%
(29) 48.9%

(23) 31.9%
(15)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

22.0%
(383)

16.0%
(279)

12.6%
(220)

16.0%
(279)

10.0%
(174)

4.8%
(84)

6.4%
(112)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

95.7%
(45) 25.5%

(12) 12.8%
(6)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

38.3%
(666)

16.1%
(280)

17.6%
(307)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
メ
ニ
ュ
ー

配
置
や
ナ
ビ
ゲ
ー
シ
ョ
ン
の
見

直
し

不
要
な
添
付
書
類
の
廃
止
、

添
付
書
類
の
電
子
化

利
用
方
法
の
簡
素
化

手
続
の
簡
素
化
、
様
式
や
手
順

の
共
通
化

本
人
確
認
方
法
の
簡
素
化

代
理
人
に
よ
る
申
請
の
実
施

手
数
料
等
の
電
子
納
付
の
実
施

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
メ
ニ
ュ
ー

配
置
や
ナ
ビ
ゲ
ー
シ
ョ
ン
の
見

直
し

不
要
な
添
付
書
類
の
廃
止
、

添
付
書
類
の
電
子
化

利
用
方
法
の
簡
素
化

手
続
の
簡
素
化
、
様
式
や
手
順

の
共
通
化

本
人
確
認
方
法
の
簡
素
化

代
理
人
に
よ
る
申
請
の
実
施

手
数
料
等
の
電
子
納
付
の
実
施

超
高
速
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
環
境
の

整
備
に
向
け
た
取
組

オ
ン
ラ
イ
ン
利
用
が
で
き
る
公
衆

端
末
や
公
共
施
設
へ
の
パ
ソ
コ
ン

の
設
置

超
高
速
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
環
境
の

整
備
に
向
け
た
取
組

オ
ン
ラ
イ
ン
利
用
が
で
き
る
公
衆

端
末
や
公
共
施
設
へ
の
パ
ソ
コ
ン

の
設
置

都道府県 市区町村

都道府県 市区町村

携
帯
電
話
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
か
ら

利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

携
帯
電
話
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
か
ら

利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
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③オンライン利用のメリットの拡大のために講じた措置（複数回答）

④オンライン手続の広報・普及強化のために講じた措置（複数回答）

97.9%
(46)

93.6%
(44)

85.1%
(40) 68.1%

(32)

19.1%
(9) 2.1%

(1)
0%
(0)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

34.8%
(605) 23.1%

(403) 14.7%
(256)

9.0%
(156)

8.3%
(145)

6.8%
(119)

38.0%
(661)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

74.5%
(35) 57.4%

(27)
53.2%
(25)

12.8%
(6)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

42.2%
(735)

4.5%
(78)

14.9%
(260) 1.4%

(25)
0%

20%

40%

60%

80%

100%

２
４
時
間
３
６
５
日
の

サ
ー
ビ
ス
の
提
供

メ
ー
ル
に
よ
る
事
務
処
理

完
了
の
通
知

処
理
の
進
捗
状
況
の
オ
ン

ラ
イ
ン
で
の
確
認
サ
ー
ビ

ス
の
提
供

事
務
処
理
期
間
の
短
縮

手
数
料
の
軽
減

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス

の
提
供

コ
ン
ビ
ニ
等
に
お
け
る

住
民
票
等
の
交
付

２
４
時
間
３
６
５
日
の

サ
ー
ビ
ス
の
提
供

メ
ー
ル
に
よ
る
事
務
処
理

完
了
の
通
知

処
理
の
進
捗
状
況
の
オ
ン

ラ
イ
ン
で
の
確
認
サ
ー
ビ

ス
の
提
供

事
務
処
理
期
間
の
短
縮

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス

の
提
供

手
数
料
の
軽
減

コ
ン
ビ
ニ
等
に
お
け
る

住
民
票
等
の
交
付

広
報
媒
体
に
よ
る
住
民
へ
の
周
知

事
業
者
・
団
体
等
へ
の
働
き
か
け

窓
口
や
過
去
の
利
用
者
に
対
す
る

個
別
周
知

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
等
の
問
い
合
わ
せ

窓
口
で
の
働
き
か
け

広
報
媒
体
に
よ
る
住
民
へ
の
周
知

事
業
者
・
団
体
等
へ
の
働
き
か
け

窓
口
や
過
去
の
利
用
者
に
対
す
る

個
別
周
知

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
等
の
問
い
合
わ
せ

窓
口
で
の
働
き
か
け

都道府県 市区町村

都道府県 市区町村
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１ 現状の課題を解決するための方策

② 住民サービス向上への取組状況

２ 住民サービス向上に向けた現状の課題把握
都道府県では31団体（66.0％）、市区町村では1,075団体（61.7％）が課題を把握している。

②2.1%
(1)

①55.3%
(26)

①29.8%
（14)

① 83.0%
(39)

①87.2%
（41)

①17.0%
(8)

①2.1%
(1)

②12.8%
(6)

②10.6%
（5)

②12.8%
(6)

②6.4%
(3)

②4.3%
(2)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

①50.4%
(878)

①72.1%
(1,256)

①32.7%
(570)

①53.2%
(927)

①58.2%
(1,014) ①7.4%

(128)

②28.2%
(491)

②13.4%
(233)

②28.9%
(503)

②26.4%
(460)

②21.9%
（382) ②8.6%

(149)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

31
(66.0%)

16
(34.0%)

把握している…31
把握していない…16

1,075
(61.7%)

666
(38.3%)

把握している…1,075

把握していない…666
都道府県

47
市区町村
1,741

コ
ン
ビ
ニ
に
お
け
る
証
明
書

等
の
交
付

コ
ン
ビ
ニ
に
お
け
る
証
明
書

等
の
交
付

コ
ン
ビ
ニ
収
納

コ
ン
ビ
ニ
収
納

住
民
等
へ
の
窓
口
サ
ー
ビ
ス
の

最
適
化
（
総
合
窓
口
等
）

住
民
等
へ
の
窓
口
サ
ー
ビ
ス
の

最
適
化
（
総
合
窓
口
等
）

ウ
ェ
ブ
ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
の

向
上

ウ
ェ
ブ
ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
の

向
上

そ
の
他
の
現
状
の
課
題
を
解
決

す
る
た
め
の
方
策
（
新
し
い

サ
ー
ビ
ス
）

そ
の
他
の
現
状
の
課
題
を
解
決

す
る
た
め
の
方
策
（
新
し
い

サ
ー
ビ
ス
）

都道府県 市区町村

①実施している
②検討している

①実施している
②検討している

電
子
納
付
の
実
現

電
子
納
付
の
実
現
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３ 住民サービス向上を図るための住民視点の指標の策定
都道府県では７団体（14.9％）、市区町村では238団体（13.7％）が指標を策定している。
また、指標を策定している団体のうち、指標に基づいて、定期的に住民満足度を測っている団体は、都道府県では
６団体（85.7％）、市区町村では190団体（79.8％）であった。

7
(14.9%)

4
(8.5%)

36
(76.6%)

策定している…7

検討している…4

策定していない…36

238
(13.7%)

239
(13.7%)

1,264
(72.6%)

策定している…238

検討している…239

策定していない…1,264

6
(85.7%)

1
(14.3%)

測定している…6

測定していない…1

都道府県
47

都道府県
策定している

７

市区町村
1,741

190
(79.8%)

48
(20.2%)

測定している…190

測定していない…48

市区町村
策定している

238

住民視点の指標の策定

住民満足度の測定
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１ ホームページ等での住民参画や行政の透明性確保のための措置（複数回答）
③ ホームページ等の状況

２ ホームページの機能等（複数回答）

100%
(47)

100%
(47)

97.9%
(46)

97.9%
(46)

93.6%
(44) 87.2%

(41)
85.1%
(40)

80.9%
(38) 72.3%

(34)
48.9%
(23)

14.9%
(7) 6.4%

(3)

0%

20%

40%

60%

80%

100%
87.5%
(1,524) 75.5%

(1,314)
48.9%
(852) 31.0%

(539)

76.6%
(1,334)

86.3%
(1,502)

15.9%
(276)

22.3%
(388) 13.0%

(227)

26.0%
(452)

3.9%
(68)

2.8%
(48)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

100%
(47)

100%
(47)

100%
(47)

100%
(47)

97.9%
(46)

95.7%
(45)

95.7%
(45)

87.2%
(41) 80.9%

(38) 63.8%
(30)

0%

20%

40%

60%

80%

100%
95.9%
(1,669)

92.9%
(1,618)

90.2%
(1,570)

64.6%
(1,124)

73.5%
(1,279)

87.5%
(1,523) 70.4%

(1,226)
43.8%
(763)

77.5%
(1,350)

27.0%
(470)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
意
見
・
要
望

を
受
け
付
け
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
利
用
し
た
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
行
っ
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
政
策
評
価
結
果

を
公
表
し
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
首
長
の
記
者

会
見
を
公
表
し
て
い
る

住
民
の
交
流
ツ
ー
ル
（
地
域
Ｓ
Ｎ

Ｓ
、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、
ツ
イ
ッ

タ
ー
等
）
を
設
け
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
例
規
を
Ｈ
Ｔ

Ｍ
Ｌ
形
式
で
公
表
し
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
情
報
公
開

請
求
を
受
け
付
け
て
い
る

メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
を
配
信
し
て
い
る

電
子
モ
ニ
タ
ー
制
度
を
行
っ
て
い
る

地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
の
デ
ー
タ
放
送
を

利
用
し
た
情
報
提
供

電
子
掲
示
板
等
に
よ
る
住
民
と
の
意
見

交
換
を
行
っ
て
い
る

そ
の
他

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
意
見
・
要
望

を
受
け
付
け
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
利
用
し
た
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
行
っ
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
政
策
評
価
結
果

を
公
表
し
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
首
長
の
記
者

会
見
を
公
表
し
て
い
る

住
民
の
交
流
ツ
ー
ル
（
地
域
Ｓ
Ｎ

Ｓ
、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、
ツ
イ
ッ

タ
ー
等
）
を
設
け
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
例
規
を
Ｈ
Ｔ

Ｍ
Ｌ
形
式
で
公
表
し
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
情
報
公
開

請
求
を
受
け
付
け
て
い
る

メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
を
配
信
し
て
い
る

電
子
モ
ニ
タ
ー
制
度
を
行
っ
て
い
る

地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
の
デ
ー
タ
放
送
を

利
用
し
た
情
報
提
供

電
子
掲
示
板
等
に
よ
る
住
民
と
の
意
見

交
換
を
行
っ
て
い
る

そ
の
他

申
請
・
届
出
等
の
様
式
の

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス

情
報
検
索
シ
ス
テ
ム
を

備
え
て
い
る

Ｃ
Ｍ
Ｓ
を
採
用
し
て
い
る

Ｒ
Ｓ
Ｓ
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を
設
け
て
い
る

外
国
語
に
よ
る
情
報
提
供
を

行
っ
て
い
る

映
像
を
配
信
し
て
い
る

自
動
音
声
読
み
上
げ
機
能
を

設
け
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
評
価
を

実
施
し
て
い
る

申
請
・
届
出
等
の
様
式
の

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス

情
報
検
索
シ
ス
テ
ム
を

備
え
て
い
る

Ｃ
Ｍ
Ｓ
を
採
用
し
て
い
る

Ｒ
Ｓ
Ｓ
機
能
を
設
け
て
い
る

外
国
語
に
よ
る
情
報
提
供
を

行
っ
て
い
る

映
像
を
配
信
し
て
い
る

自
動
音
声
読
み
上
げ
機
能
を

設
け
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
評
価
を

実
施
し
て
い
る

都道府県 市区町村

都道府県 市区町村

ウ
ェ
ブ
コ
ン
テ
ン
ツ
の
ア
ク
セ
シ

ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
規
格
に
準
拠

ウ
ェ
ブ
コ
ン
テ
ン
ツ
の
ア
ク
セ
シ

ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
規
格
に
準
拠

携
帯
電
話
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

対
応
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
開
設

し
て
い
る

携
帯
電
話
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

対
応
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
開
設

し
て
い
る



22

１ 人事給与システムにおける電子決裁
都道府県では15団体（31.9％）、市区町村では363団体（20.9％）において電子決裁機能がある。

（４）電子決裁の状況

15
(31.9%)32

(68.1%)

電子決裁機能がある…15

電子決裁機能がない…32

363
(20.9%)

1,378
(79.1%)

電子決裁機能がある…363

電子決裁機能がない…1,378

7
(46.7%)8

(53.3%)

把握している…7
把握していない…8

132
(36.4%)

231
(63.6%)

把握している…132
把握していない…231

電子決裁機能の有無

電子決裁率の把握

都道府県
47

都道府県
電子決裁機能が

ある
15

市区町村
1,741

市区町村
電子決裁機能が

ある
363
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２ 財務会計システムにおける電子決裁
都道府県では15団体（31.9％）、市区町村では339団体（19.5％）において電子決裁機能がある。

電子決裁機能の有無

電子決裁率の把握

15
(31.9%)

32
(68.1%)

電子決裁機能がある…15

電子決裁機能がない…32

339
(19.5%)

1,402
(80.5%)

電子決裁機能がある…339

電子決裁機能がない…1,402

9
(60.0%)

6
(40.0%) 把握している…9

把握していない…6 186
(54.9%)

153
(45.1%)

把握している…186
把握していない…153

都道府県
47

都道府県
電子決裁機能が

ある
15

市区町村
1,741

市区町村
電子決裁機能が

ある
339
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３ 文書管理システムにおける電子決裁
都道府県では31団体（66.0％）、市区町村では424団体（24.4％）において電子決裁機能がある。

電子決裁機能の有無

電子決裁率の把握

30
(96.8%)

1
(3.2%)

把握している…30

把握していない…1 235
(55.4%)

189
(44.6%) 把握している…235

把握していない…189

31
(66.0%)

16
(34.0%)

電子決裁機能がある…31

電子決裁機能がない…16

424
(24.4%)

1,313
(75.4%)

電子決裁機能がある…424

電子決裁機能がない…1,313
都道府県

47

都道府県
電子決裁機能が

ある
31

市区町村
1,741

市区町村
電子決裁機能が

ある
424
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⑤ 災害時の被災者情報管理業務システムの整備状況

２ 災害時の被災者情報管理業務システムの種類

１ 災害時の被災者情報管理業務システムの整備

19
(40.4%)

1
(2.1%)2

(4.3%)

25
(53.2%)

整備済み…19

整備中…1

導入予定…2

導入予定なし…25

999
(57.4%)

33
(1.9%)

207
(11.9%)

502
(28.8%)

整備済み…999

整備中…33

導入予定…207

導入予定なし…502

36.8%
(7)

31.6%
(6) 21.1%

(4) 5.3%
(1)

0%
(0)

5.3%
(1)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

8.2%
(82)

27.2%
(272) 16.8%

(168)

32.3%
(323)

12.5%
(125) 2.9%

(29)
0%

20%

40%

60%

80%

100%

都道府県
47

市区町村
1,741

消
防
庁
が
提
供
し
て
い
る

安
否
情
報
シ
ス
テ
ム

消
防
庁
が
提
供
し
て
い
る

安
否
情
報
シ
ス
テ
ム

民
間
事
業
者
が
提
供
す
る

業
務
支
援
シ
ス
テ
ム

民
間
事
業
者
が
提
供
す
る

業
務
支
援
シ
ス
テ
ム

都
道
府
県
で
構
築
し
た
業
務

支
援
シ
ス
テ
ム

都
道
府
県
で
構
築
し
た
業
務

支
援
シ
ス
テ
ム

そ
の
他

そ
の
他

都道府県（19団体中）

自
団
体
で
構
築
し
た
業
務

支
援
シ
ス
テ
ム

自
団
体
で
構
築
し
た
業
務

支
援
シ
ス
テ
ム

Ｊ
ー
Ｌ
Ｉ
Ｓ
が
提
供
し
て
い
る

被
災
者
支
援
シ
ス
テ
ム

Ｊ
ー
Ｌ
Ｉ
Ｓ
が
提
供
し
て
い
る

被
災
者
支
援
シ
ス
テ
ム

市区町村（999団体中）



26

⑥ 統合型地理情報システム（GIS）の整備状況

２ 統合型地理情報システムへの取組の妨げとなっている原因（複数回答）
導入予定がない団体において、取組の妨げとなっている原因は、都道府県では10団体（55.6％）、
市区町村では258団体（74.8％）が「財政状況」であった。

１ 統合型地理情報システムへの取組
都道府県では23団体（48.9％）、市区町村では1,099団体（63.1％）が既に導入している。

1,099
(63.1%)

10
(0.6%)

24
(1.4%)

5
(0.3%)

9
(0.5%)

249
(14.3%)

345
(19.8%)

既に導入済み…1,099
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３ 統合型地理情報システムの利用業務（複数回答）
導入している団体における利用業務は、都道府県では、「農林政」業務が21団体（91.3％）と最も多く、
市区町村では、「道路」業務が864団体（78.6％）と最も多かった。
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４ 統合型地理情報システムの整備方法（複数回答）

５ 統合型地理情報システムの活用状況（複数回答）
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携
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す
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（３）業務・システムの効率化
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１ 地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠した製品の導入分野（複数回答）
① 地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠した製品の導入状況

市区町村
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２ 地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠した製品の導入経緯（複数回答）
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３ 地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠した製品の導入の妨げになっている原因（複数回答）
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４ 地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠していないシステムを使い続けている場合のシステムの種別（複数回答）
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都道府県（47団体中） 市区町村（1,261団体中）
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１ 情報システムの調達実績

２ 調達仕様書への中間標準レイアウトの記載状況

② 中間標準レイアウトの活用状況

15
(31.9%)

32
(68.1%)

調達実績あり…15

調達実績なし…32

430
(24.7%)

1,311
(75.3%)

調達実績あり…430

調達実績なし…1,311

1
(6.7%)

14
(93.3%)

今回調達した情報システムを更
改する際のデータ抽出時の指定
データレイアウトとして記載がある
（今回調達した情報システムの
すべて）…0
今回調達した情報システムを更
改する際のデータ抽出時の指定
データレイアウトとして記載がある
（今回調達した情報システムの
うち一部）…1
今回調達した情報システムにつ
いて中間標準レイアウトに関す
る記載がない…14

83
(19.3%)

38
(8.8%)

309
(71.9%)

今回調達した情報システムを更
改する際のデータ抽出時の指定
データレイアウトとして記載がある
（今回調達した情報システムの
すべて）…83
今回調達した情報システムを更
改する際のデータ抽出時の指定
データレイアウトとして記載がある
（今回調達した情報システムの
うち一部）…38
今回調達した情報システムにつ
いて中間標準レイアウトに関する
記載がない…309

都道府県
47

都道府県
調達実績あり

15

市区町村
1,741

市区町村
調達実績あり

430
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３ 中間標準レイアウトに関する記載がある業務システムの分野（複数回答）

59.5%
(72)

58.7%
(71)

57.9%
(70)

57.9%
(70)

57.0%
(69)

56.2%
(68)

55.4%
(67)

55.4%
(67)

53.7%
(65)

53.7%
(65)

52.9%
(64)

51.2%
(62)

50.4%
(61)

50.4%
(61)

48.8%
(59)

48.8%
(59)

47.1%
(57) 41.3%

(50)

25.6%
(31) 21.5%

(26) 18.2%
(22)

17.4%
(21)

15.7%
(19) 11.6%

(14)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

※都道府県は文書管理で１団体。（１団体中）
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市区町村（121団体中）
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４ 旧情報システムから令和２年度に調達した情報システムへのデータ移行時に中間標準レイアウトを
活用した業務システムの分野（複数回答）

※都道府県は文書管理で２団体。（15団体中）
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9.1%
(39)

9.1%
(39)

8.6%
(37)

8.6%
(37)

8.6%
(37)

8.4%
(36)

8.1%
(35)

8.1%
(35)

8.1%
(35)

7.9%
(34)

7.7%
(33)

7.7%
(33)

7.7%
(33)

7.4%
(32)

7.2%
(31)

6.7%
(29) 6.0%

(26)
5.8%
(25) 4.9%

(21) 3.5%
(15)

3.7%
(16)

3.3%
(14)

3.0%
(13) 1.9%

(8)
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５ 次期システム更改における中間標準レイアウトの活用

8
(17.0%)

6
(12.8%)

33
(70.2%)

活用する予定である…8

活用する予定はない…6

未定…33

965
(55.4%)

73
(4.2%)

703
(40.4%) 活用する予定である…965

活用する予定はない…73

未定…703

都道府県
47

市区町村
1,741



（４）情報セキュリティ対策
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１ CISOの任命
都道府県では45団体（95.7％）、市区町村では1,598団体（91.8％）がCISOを任命している。
また、任命している団体のうち、役職の内訳及び外部デジタル人材の任用の有無は次のとおりである。

① 組織体制・規程類の整備

45
(95.7%)

2
(4.3%)

任命している…45
任命していない…2

1,598
(91.8%)

143
(8.2%)

任命している…1,598
任命していない…143

3
(6.7%)

23
(51.1%)

15
(33.3%)

1
(2.2%)

3
(6.7%)

知事…3
副知事…23
部局長級…15
課長級…1
その他…3

65
(4.1%)

1,332
(83.4%)

85
(5.3%)

105
(6.6%)

11
(0.7%)

市区町村長…65
副市区町村長…1,332
部局長級…85
課長級…105
その他…11

都道府県
47

都道府県
任命している

45

市区町村
1,741

市区町村
任命している

1,598

CISOの任命

CISOの役職
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２ CSIRT（情報セキュリティインシデントに対処するための体制）の整備
都道府県では45団体（95.7％）、市区町村では1,382団体（79.4％）が整備している。

1,382
(79.4%)

359
(20.6%)

整備している…1,382
整備していない…359

市区町村
1,741

外部デジタル人材の任用

4
(8.9%)

41
(91.1%)

任用している…4

任用していない…41

19
(1.2%)

1,579
(98.8%)

任用している...19

任用していない...1,579

都道府県
任命している

45

市区町村
任命している

1,598

45
(95.7%)

2
(4.3%)

整備している…45
整備していない…2

都道府県
47
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② 人的セキュリティ対策の実施（複数回答）
100%
(47)

89.4%
(42)
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94.0%
(1,636)

42.7%
(743)
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施
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３ 緊急時対応計画（情報セキュリティインシデント等が発生した場合の体制と対応手順）の策定
都道府県では全団体、市区町村では1,274団体（73.2％）が緊急時対応計画を策定している。

47
(100%)

策定している…47

策定していない…0都道府県
47

1,274
(73.2%)

467
(26.8%)

策定している…1,274
策定していない…467市区町村

1,741
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③ 調達・運用時の情報セキュリティ対策（複数回答）

④ 情報セキュリティ対策の監査・点検（複数回答）

100%
(47)

97.9%
(46)

72.3%
(34) 63.8%

(30)
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⑤ 情報システムに関する業務継続計画（ICT-BCP）の策定状況
１ ICT-BCPの策定
都道府県では46団体（97.9％）、市区町村では802団体（46.1％）が策定している。

２ ICT-BCPと全庁BCPとの関係

1
(2.1%)

46
(97.9%)

策定している…46

令和３年度策定予定…0

令和４年度以降策定予定…1

策定予定はない…0 490
(28.1%)

802
(46.1%)

26
(1.5%)

423
(24.3%) 策定している…802

令和３年度策定予定…26

令和４年度以降策定予定…490

策定予定はない…423

15
(32.6%)

25
(54.3%)

6
(13.0%)

全庁ＢＣＰの一部分としている…15

全庁ＢＣＰとは別個の計画として策定
しているが、内容について連携・整合性
を確保している…25

全庁ＢＣＰとは別個の計画として策定
しているが、内容について連携・整合性
には特段留意していない…6

全庁ＢＣＰを作成していない…0

403
(50.2%)

266
(33.2%)

89
(11.1%)

44
(5.5%)

全庁ＢＣＰの一部分としている…403

全庁ＢＣＰとは別個の計画として策定
しているが、内容について連携・整合性
を確保している…266

全庁ＢＣＰとは別個の計画として策定
しているが、内容について連携・整合性
には特段留意していない…89

全庁ＢＣＰを作成していない…44

都道府県
47

都道府県
策定している

46

市区町村
策定している

802

市区町村
1,741
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３ 情報システムに関する業務継続訓練の実施（複数回答）
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（５）デジタルデバイド対策
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１ 地方公共団体独自のデジタルデバイド対策の実施
都道府県では29団体（61.7％）、市区町村では610団体（35.0％）が実施している。

２ デジタルデバイド対策の具体的な施策（複数回答）
都道府県及び市区町村ともに、スマホやタブレット等のデジタル機器やサービスの利用方法を教える講座
等を開催している団体が最も多かった。

29
(61.7%)

18
(38.3%) 実施している…29

実施していない…18

610
(35.0%)1,131

(65.0%) 実施している…610

実施していない…1,131
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3.4%
(1)

20.7%
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３．参考
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１ テレワークの導入状況
都道府県では47団体（100％）、市区町村では869団体（49.9％）が導入している。（令和３年10月１日
現在）

２ AIの導入状況
都道府県では40団体（85.1％）、市区町村では377団体（21.7％）が導入している。（令和２年12月31日
現在）

出典：「地方公共団体におけるテレワークの取組状況調査」（総務省自治行政局公務員部女性活躍・人材活用推進室）

出典：「地方自治体におけるAI・RPAの実証実験・導入状況等調査」（総務省情報流通行政局地域通信振興課）
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３ RPAの導入状況
都道府県では35団体（74.5％）、市区町村では348団体（20.0％）が導入している。（令和２年12月31日
現在）

出典：「地方自治体におけるAI・RPAの実証実験・導入状況等調査」（総務省情報流通行政局地域通信振興課）

35
(74.5%)

12
(25.5%)

導入している…35

導入していない…12
都道府県

47

348
(20.0%)
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(80.0%)

導入している…348
導入していない…1,393

市区町村
1,741
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用語 定義

CIO
（Chief Information 

Officer）

経営戦略の一部としてのDX戦略の立案・実行、デジタル技術等に関する専門的な知識・経験に基づく経営戦略の提案、デジタル技術を活
用した組織や業務プロセスの改革、組織のIT資産（人材、ハードウェア、ソフトウェアなど）の管理、職員のデジタルスキルの向上、調達の最
適化、データの利活用などに関して、庁内マネジメントの中核を担う最高情報統括責任者のこと。こうした役割を果たす者であれば、名称は
問わないため、CDOなど他の名称のものを含む。

CIO補佐官等 デジタル技術等に関する専門的な知識・経験を基に、CIOに対して助言等を行い、CIOの任務を補佐する者のこと。こうした役割を果たす者
であれば、名称は問わないため、CDO補佐官など他の名称のものを含む。

CISO
（Chief Information 
Security Officer）

コンピュータシステムやネットワークのセキュリティ対策、機密情報や個人情報の管理などを統括する最高情報セキュリティ責任者のこと。

情報政策担当課室 情報システムやネットワークの運用・管理、情報セキュリティに関する事務を担当している部署。したがって、情報システム課等が想定される。

外部デジタル人材 民間企業経験者や学識経験者等であって、デジタル技術等に関する知見を有する者。

RSS機能 ホームページのニュースや新着情報など更新された情報をまとめ、RSSリーダと呼ばれるソフトウェアにリアルタイムに配信する機能のこと。

CMS
ホームページのテキストやグラフィックなどの素材を統合的に管理し、更新・配信するソフトウェア。定型的に素材を登録することで、ホームページ
の情報が半自動的に更新されることから、一貫性のあるサイト構築が実現でき、ユーザビリティの向上につながるほか、リンクの変更・削除など
の管理や公開日時の設定の機能を持つものもある。

地理情報システム
地理的位置を手がかりに、位置に関する情報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅
速な判断を可能とする技術。「統合型GIS」とは、庁内LAN等のネットワーク環境のもとで、庁内で共用できる空間データを「共用空間デー
タ」として一元的に整備・管理し、各部署において活用する庁内横断的なシステムである。

中間標準レイアウト
データ移行費用の低減を図るため、データ項目やその表現形式等を統一した、全国の自治体がデータ移行時に共通的に利用できる標準化
された中間レイアウトのこと。総務省が23業務を対象に中間標準レイアウト仕様を作成し、平成24年６月に公表。令和２年５月には中間
標準レイアウト仕様V2.6を公表。

CSIRT
（Computer Security 
Incident Response 

Team）

情報システムに対するサイバー攻撃等の情報セキュリティインシデントが発生した際に、発生した情報セキュリティインシデントを正確に把握・分
析し、被害拡大防止、復旧、再発防止等を迅速かつ的確に行うことを可能とするための機能を有する体制のこと。
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